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(4)  年次有給休暇 

 

令和６（2024）年 1年間に企業が付与した年次有給休暇日数（繰越日数を除く。）をみると、労

働者 1人平均は 18.1日（令和６年調査 16.9 日）、このうち労働者が取得した日数は 12.1 日（同 

11.0 日）と昭和 59（1984）年以降最も多くなっており、取得率は 66.9％（同 65.3％）と昭和 59

年以降最も高くなっている。 

取得率を産業別にみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が 75.2％と最も高く、「宿泊業，飲

食サービス業」が 50.7％と最も低くなっている。（第５表、第２図） 

 

第５表 労働者１人平均年次有給休暇の取得状況 

 
 

第２図 労働者１人平均年次有給休暇取得率の年次推移  

（単位：日） （単位：％）

令和７年調査計 18.1 12.1 66.9

1,000人以上　 18.5 12.8 69.0
300～999人 18.4 12.3 66.8
100～299人 17.8 11.7 65.5
 30～ 99人　 17.4 11.3 64.9

鉱業，採石業，砂利採取業 18.2 13.5 74.3
建設業 18.3 11.1 60.7
製造業 18.8 13.7 72.8
電気・ガス・熱供給・水道業 19.5 14.7 75.2
情報通信業 18.9 12.7 66.9
運輸業，郵便業 17.4 11.4 65.3
卸売業，小売業 17.5 10.5 59.9
金融業，保険業 19.6 14.3 72.8
不動産業，物品賃貸業 17.8 11.6 65.5
学術研究，専門・技術サービス業 18.4 12.3 66.8
宿泊業，飲食サービス業 15.9 8.0 50.7
生活関連サービス業，娯楽業 17.7 10.6 59.6
教育，学習支援業 18.3 11.1 60.5
医療，福祉 17.7 12.1 68.4
複合サービス事業 19.7 11.2 57.1
サービス業（他に分類されないもの） 16.4 11.4 69.7

令和６年調査計 16.9 11.0 65.3

注：1)「付与日数」は、繰越日数を除く。
    2)「取得日数」は、令和６年(又は令和５会計年度)1年間に実際に取得した日数である。
    3)「取得率」は、取得日数計／付与日数計×100(％)である。

企業規模・産業・年
労働者１人

平均付与日数1)
労働者１人

平均取得日数2)
労働者１人
平均取得率3)

注：1)「取得率」は、（取得日数計／付与日数計）×100(％)である。 

    2) 年次については、平成 13 年以降は調査年（１月１日時点）の前年１年間の状況を表すものであり、平成 11 年以前は調査年 

（12 月 31 日時点）１年間の状況を「賃金労働時間制度等総合調査」として取りまとめたものである。 

    3) 平成 19 年以前は、調査対象を「本社の常用労働者が 30 人以上の会社組織の民営企業」としており、平成 20 年から「常用 

労働者が 30 人以上の会社組織の民営企業」に範囲を拡大した。 

    4) 平成 26 年以前は、調査対象を「常用労働者が 30 人以上の会社組織の民営企業」としており、また、「複合サービス事業」 

を含まなかったが、平成 27 年より「常用労働者が 30 人以上の民営法人」とし、さらに 「複合サービス事業」を含めること 

とした。 


